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第 １ 章  計 画 策 定 に あ た っ て  

 

第１節 計画策定の趣旨 

介護保険制度は、平成 30 年度（2018 年度）にその創設から 19 年目を迎えます。サ

ービス利用者は制度創設時の３倍を超え、500 万人に達しており、介護サービスの提供

事業所数も着実に増加し、介護が必要な高齢者の生活の支えとして定着、発展してきて

います。 

その一方、平成 37 年（2025 年）にはいわゆる団塊世代すべてが 75 歳以上となるほ

か、平成 52 年（2040 年）にはいわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上となり、人口の

高齢化は、今後さらに進展することが見込まれています。 

こうした中、介護保険制度の持続可能性を維持しながら、高齢者が可能な限り住み慣

れた地域で、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことを可能としていくため

には、限りある社会資源を効率的かつ効果的に活用しながら十分な介護サービスの確保

のみに留まらず、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的

に確保される「地域包括ケアシステム」を各地域の実情に応じて深化・推進していくこ

とが重要です。 

このため、平成 29 年（2017 年）には、地域包括ケアシステムの強化のための介護保

険法等の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 52 号）により、地域包括ケアシステム

の深化・推進及び介護保険制度の持続可能性の確保のため、保険者機能の強化等による

自立支援・重度化防止に向けた取り組みの推進、医療・介護の連携の推進、地域共生社

会の実現に向けた取り組みの推進、現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見

直し及び介護納付金における総報酬割の導入等の措置を講ずること等の介護保険制度の

見直しが行われました。 

こうした背景を踏まえ、平成 37 年（2025 年）を目途に、介護保険制度の持続可能性

を確保しつつ、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもと、可能な限り住み慣

れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の実情

に応じた地域包括ケアシステムの深化・推進を目指す、「播磨町高齢者福祉計画（第８次）

及び介護保険事業計画（第７期）」を策定するものです。 
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第２節 計画の位置づけ 

（１）計画の法的位置づけ 

播磨町高齢者福祉計画（第８次）及び介護保険事業計画（第７期）は、老人福祉

法第 20 条の８第１項に基づき策定することとなる「市町村老人福祉計画」と、介

護保険法第 117 条第１項の規定に基づき策定する「市町村介護保険事業計画」の

二つの計画を、老人福祉法第 20 条の８第７項及び介護保険法第 117 条第６項の規

定に基づき、一体的に策定するものです。 

 

（２）他の関連計画との関係 

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定にあたっては、平成 30 年（2018

年）４月に施行される「改正介護保険法」の趣旨を踏まえるとともに、本計画は「第

４次播磨町総合計画」を上位計画とし、「播磨町障害者計画及び播磨町障害福祉計

画」、「はりま健康プラン（第２次）」、「都市計画マスタープラン」等、各種関

連計画との整合性を図るものとします。 

また、県との協議の場やヒアリング等を通じて情報交換を行うとともに、県が策

定する兵庫県老人福祉計画、兵庫県保健医療計画、兵庫県地域医療構想等の関連計

画との整合性を図りつつ策定します。 

 

第３節 計画の期間 

上記の法的位置づけに基づき、播磨町高齢者福祉計画（第８次）及び介護保険事業計

画（第７期）（以下、第７期計画または本計画）は平成 30 年度（2018 年度）から平成

32 年度（2020 年度）を計画期間とします。 

また、策定にあたっては、団塊の世代が 75 歳以上となり、介護が必要な高齢者が急速

に増加する平成 37 年度（2025 年度）までの間に、地域の実情に応じた地域包括ケアシ

ステムを段階的に構築することを目標とし、第７期における目指すべき姿を具体的に明

らかにしながら、取り組みを進めていくことになります。 

 
※平成 37 年度（2025 年度）の地域包括ケアシステムの構築を目標とするため、第６期計画以降

は「地域包括ケア計画」として位置づけられ、段階的に構築しています。  

播磨町高齢者福祉計画（第８次）
及び介護保険事業計画（第７期）

平成37年度（2025年度）までの目標設定

団塊の世代すべてが75歳以上となる
平成37年度（2025年度）を見据えた視点での取組み

平成24～26年度
（2012～2014年度）

第６次計画
第５期計画

第９次計画
第８期計画

第10次計画
第９期計画

第７次計画
第６期計画

平成27～29年度
（2015～2017年度）

平成30～32年度
（2018～2020年度）

平成33～35年度
（2021～2023年度）

平成36～38年度
（2024～2026年度）
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第４節 主な制度改正と第７期計画の主要課題 

平成 29 年（2017 年）６月に「地域包括ケアシステムを強化するための介護保険法等

の一部を改正する法律」が制定されました。今回の制度改正は、“地域包括ケアシステム

の深化・推進”と“介護保険制度の持続可能性の維持”の２点を基本的な考え方としま

す。 

 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

①保険者機能強化等による自立支援・重度化防止に向けた取り組みの推進 

１）地域包括支援センターの機能強化 

市町村における適切な人員体制を促すため、地域包括支援センターには事業の自

己評価と質の向上を図ること、市町村には地域包括支援センターの事業の実施状況

の評価が義務付けられます。 

２）認知症施策の推進 

認知症施策をより一層推進させるため、新オレンジプランの基本的な考え方が介

護保険制度に位置づけられます。 

３）居宅サービス事業所等の指定に対する保険者の関与強化 

小規模多機能型居宅介護等を普及させる観点から、指定拒否の仕組み等が導入さ

れます。 

４）財政的インセンティブの付与 

高齢者の自立支援・重度化防止等の取り組みを支援するための交付金が創設され

ます。 

 

②医療・介護の連携の推進等 

１）介護医療院の創設 

日常的な医学管理、看取り・ターミナルケア等の機能と生活施設としての機能を

併せ持つ施設が新たに創設されます。 

２）都道府県による市町村への支援の規定整備 

 

  

 

インセンティブ 

の付与 

適切な指標によ

る取り組み実績

の評価 

取り組みにお

ける保険者機

能の発揮・向上 

取り組み内容・目

標の計画への記

載 

データに基づく 

地域課題の分析 
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③地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進等 

１）地域福祉推進の理念を規定 

２）理念に基づく包括的な支援体制づくりを市町村へ努力義務化 

３）共生型サービスを位置づけ 

高齢者と障がい児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、共生型サ

ービスが介護保険と障害福祉の制度に位置付けられました。 

４）有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化 

悪質な有料老人ホームに対する事業停止命令措置が新設されます。 

また、事業倒産等の場合に備えた有料老人ホームの入居者保護の充実を図るため、

前払金を受領する場合の保全措置の義務対象が拡大されます。 

５）介護保険適用除外施設の住所地特例の見直し 

介護保険適用除外施設（障害者支援施設等）を退所して介護保険施設等に入所し

た場合に、適用除外施設の所在市町村の給付費が過度に重くならないよう、適用除

外施設入所前の市町村が保険者となります。 

 
（２）介護保険制度の持続可能性の確保 

①２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合の見直し 

世代間の負担の公平や負担能力に応じた負担を求める観点から、現役並みの所得を

有する者の負担割合が２割から３割へ引き上げられます。 

 

②介護納付金への総報酬割の導入 

第２号被保険者の保険料は、これまで医療保険者が加入者数に応じて負担してきま

したが、医療保険者の負担能力に応じた負担とする観点から、協会けんぽや健保組合

などの被用者保険等保険者では介護納付金の負担が加入者の総報酬額に応じたもの

に変更されます。 

 
（３）第７期計画策定にあたっての主要課題 

①平成 37 年（2025 年）を見据えた長期的視点からの計画づくり 

団塊の世代のすべてが 75 歳以上となる平成 37 年（2025 年）に向けては、後期高

齢者人口の増加だけではなく、要介護認定者、認知症高齢者、医療ニーズの高い高齢

者、並びに一人暮らしや夫婦のみの高齢者世帯などの増加といった“都市型高齢化”

の進展が予測されることから、この平成 37 年（2025 年）を見据えた長期的視点の

中で、今後３年間（平成 30～32 年度（2018～2020 年度））で達成すべき目標・事

項を明らかにすることが求められます。  
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②地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組み 

平成 37 年度（2025 年度）までに地域包括ケアシステムの構築を実現することを

目指し、そこに至る段階的な充実を図るため、まずは今後３年間における取り組み方

針等を明らかにする必要があります。また、これまで高齢者に焦点が当てられてきた

地域包括ケアシステムを、高齢者だけでなく、障がい者や児童、生活困窮者などにも

拡大し、地域住民全体が支え助け合いながら暮らす地域共生社会の実現を目指す必要

があり、地域包括ケアシステムの構築のためには、以下で挙げる様々な取り組みも重

要になってきます。 

 

③地域包括支援センターの機能強化 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、その中心的役割を担う地域包括支援センタ

ーが、より質の高い業務を行うため、実施事業の評価に基づく職員の確保や資質の向

上、地域ケア会議のケアマネジメント力の向上など、計画的に取り組む必要がありま

す。 

 

④健康づくりと介護予防の推進 

健康寿命を延伸し、高年期に活力ある生活を送れるよう、栄養・食生活の改善、身

近な地域での主体的な健康づくり活動の拡大等に取り組むとともに、「介護予防・日

常生活支援総合事業」の推進を通じて身近な地域における通いの場を充実させ、参加

者やその活動の拡大を図るなど、介護予防の機能強化に取り組む必要があります。 

 

⑤認知症施策の推進 

認知症高齢者の増加が見込まれることから、新オレンジプランに基づき、認知症に

関する意識啓発や予防・早期発見、地域や医療などの関係機関と連携した支援など、

総合的な対策に取り組む必要があります。 

 

⑥医療・介護連携の推進 

今後、医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高齢者の増加が見込まれることから、兵

庫県の医療計画との整合性を図りながら、在宅医療連携拠点機能の中心的役割を果た

すことが期待される医師会等との連携強化により、退院調整、日常の療養支援等につ

いて、医療と介護の連携の仕組みづくりに取り組む必要があります。  
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第５節 計画策定の体制 

本計画の策定にあたっては、幅広い関係者の参画により、本町の特性に応じた事業展

開が期待されるため、学識経験者をはじめ、保健医療関係者、福祉関係者、住民代表、

兵庫県保健福祉関係者及び公募による被保険者代表で構成する「播磨町高齢者福祉計画

（第８次）及び介護保険事業計画策定委員会（第７期）」を設置し、各委員の意見を幅広

く聴取し、計画の審議策定を行いました。 

また、播磨町にお住いの高齢者や、播磨町が認定している居宅介護支援事業者のケア

マネジャー、播磨町内及び近隣市町にて介護保険サービスを提供している事業者に対し、

それぞれアンケート調査を実施しました。 

 

第６節 計画の推進体制 

（１）日常生活圏域 

播磨町の面積は人工島を除くと約６ｋ㎡で面積が狭く、町内全域が平地で大部分

が市街化区域となっており、主に住宅用地として利用されていることから、第６期

計画と同様に今期においても日常生活圏域を１圏域とし、多様な介護保険サービス

の提供体制の充実に努めます。 

 

●日常生活圏域とは 

要介護高齢者等が概ね 30 分以内に必要なサービスを受けることができる範囲

（日常生活の行動範囲）を地理的条件や交通事情、人口、その他の社会的条件等を

総合的に勘案して設定する、地域包括ケアシステムの基礎となるエリア 

 

（２）計画の進行管理 

本計画は、「超高齢社会」に対して保健・福祉・介護の分野において本町の方向

性及び取り組みを示した計画です。 

実施をしていく中で、国の動向を踏まえつつ、本町の実情に沿った取り組みが可

能となるよう、行政・関係団体・住民が一体となって円滑な運営に努めるとともに、

本計画で掲げた目標の実施状況及び計画値について、「播磨町介護保険運営協議会」

を開催し、計画の進捗状況の検証・評価を行います。 
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【計画の進行管理体制】 

 

 

（３）自立支援・重度化防止に向けた具体的な目標設定 

本計画においては、介護保険の理念である「高齢者が自立した日常生活を営むが

ことができるように支援すること（自立支援）」「要介護状態等になることの予防、

要介護状態等の軽減、悪化の防止（重度化防止）」に向けた取り組みを推進するた

め、地域における共通の目標を設定し関係者間で目標を共有するとともに、その達

成に向けた具体的な計画を作成・評価・見直しをすること（ＰＤＣＡ）が求められ

ています。 

上記を踏まえ、本町においても地域の実情に応じ、本計画期間中において自立支

援・重度化防止に向けた主な取り組みとして次の施策について具体的な目標値を設

定し、施策を推進します。各年度において計画の進捗状況を評価するとともに、新

たな取り組みにつなげていきます。 

 

【地域マネジメントのＰＤＣＡサイクル】 

 

  

地域の介護資源の発掘や基盤
整備、多職種連携の推進、効率
的なサービス提供も含め、自立
支援や介護予防に向けた様々な
取り組みを行う

実績の評価、取り組み内容の

見直しを行う

具体的な計画を作成し、目標を
設定する

地域の実態把握・課題分析を

する

Act Plan

DoCheck

等 
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【自立支援・重度化防止に向けた目標と指標一覧】 

 目標 指標 
施策掲載箇所 

基本目標 推進施策 

１ 

地域における自発

的な介護予防に資

する活動の育成・支

援を推進します。 

１ 住民の主観的健康観の割合 
第４章 

介護予防・生

きがいづくり

の推進 

１節（21頁） 

２ 介護予防健康講座参加者数 

２節（24頁） 
３ いきいき 100 歳体操地域教室会場数 

４ 結い・はりま年度末登録者数 

５ はつらつ広場参加者数 

２ 

地域ケア会議を重

層的に開催し、ケア

マネジメント支援

や地域課題の解決

に向けた取り組み

を推進します。 

１ 地域ケア会議開催回数 
第５章 

地域包括ケア

システムの深

化・推進 

３節（32頁） 
２ 個別地域ケア会議 

３ 自立支援型地域ケア会議 

４ 地域ケア推進会議 

３ 

新オレンジプラン

に基づき、認知症の

容態に応じたサー

ビスが適切に提供

される仕組みづく

りに取り組みます。 

１ 認知症サポーター人数 
第６章 

認知症対策の

推進 

４節（53頁） ２ 
認知症初期集中支援チームによる支

援数 

３ 見守り活動への協力事業者数 

４ 
適正化５事業を実

施します。 

１ 認定調査状況チェック 
第９章 

介護保険事業

の適正・円滑

な運営 

２節（88頁） 

２ ケアプラン点検 

３ 住宅改修実態調査 

４ 医療情報との突合・縦覧点検 

５ 介護給付費通知 

 

 


